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①前回の検討結果

見直し

要

要

・いずれも見直しが必要とされる目安である「伸び率±10％」以上であり、見直しが必要。

②県ヒアリング（R4.12.8）における指摘

・当項目はファミリー・サポート・センター事業のうち、就学児のみを対象とするもの。

・未就学児を含む全体の利用件数になっていないか確認を要す。

③件数の内訳確認

見直し

うち就学児

うち未就学児

うち就学児

うち未就学児

・報告した「確保の実績(B)」については、未就学児を含む全体の件数である。

④見直しの必要性について（再）

見直し

不要

不要

⑤結果

・令和５年度　量の見込み　見直し後：2,028（当初計画と変更なし）

・令和６年度　量の見込み　見直し後：2,037（当初計画と変更なし）
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令和２年度

令和３年度

→以上のことから、「確保の実績(B)」を未就学児を除く件数とし、再度見直しが必要か検討す
る。

・「量の見込み(A)」と「確保の実績(B)」を比べたところ、見直しが必要とされる「伸び率±
10％以内」であることから、見直しを実施しないこととする。

令和３年度

年度 量の見込み(A) 確保の実績(B) 率(B/A)

令和２年度

令和３年度

確保の実績(B) 率(B/A)

令和２年度

■子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）［病児・緊急対応
強化事業以外］

年度 量の見込み(A) 確保の実績(B) 率(B/A)

年度 量の見込み(A)

1,936

1,976

2,764

3,000

142.8%

151.8%

1,936

1,936

－

1,976

1,976

2,764

2,005

759

3,000

2,121

142.8%

103.6%

－

151.8%

107.3%

－

1,936

1,976

2,005

2,121

103.6%

107.3%

－ 879


